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平成１７年２月

日本医師会・日本糖尿病学会・日本糖尿病協会の三団体で設立

生活環境の変化や高齢化等により疾病構造が大きく変化し、生活習慣病が
増加している。

とくに糖尿病は、幅広い年齢層で発症し、さまざまな病態をおこす疾病に
も関わらず、自覚症状が乏しく放置されていたり、治療を中断することが
多い。

糖尿病対策の
推進

目標とする３つの柱
（1） かかりつけ医機能の充実と病診連携の推進
（2） 受診勧奨と事後指導の充実
（3） 糖尿病治療成績の向上 2

日本糖尿病対策推進会議



ワーキンググループ
日本医師会

日本糖尿病学会
日本糖尿病協会
日本腎臓学会
日本眼科医会

他団体オブザーバー

地域の糖尿病対策推進会議
（47都道府県に設置されている）

【構成団体として】
歯科医師会
看護協会
薬剤師会
栄養士会
眼科医会
腎臓学会
など

日本糖尿病対策推進会議

日本医師会 日本糖尿病学会
日本歯科医師会 日本糖尿病協会

健保連 国保中央会 日本腎臓学会 日本眼科医会 日本看護協会
日本病態栄養学会 健康・体力づくり事業財団 日本健康運動指導士会
日本糖尿病教育・看護学会 日本総合健診医学会 日本栄養士会
日本人間ドック学会 日本薬剤師会 日本理学療法士協会

都道府県医師会 都道府県医師会 都道府県医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

幹事団体

構成団体
各専門家・関
連職種への働
きかけ、啓発
事業等

行 政
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都道府県において医療計画を策定
「医療体制構築に係る指針」

国の糖尿病対策と糖尿病対策推進会議の活用

Ⅰ）新健康フロンティア戦略
【内閣府・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省】

Ⅱ）糖尿病等の生活習慣病対策の
推進に関する検討会

【厚労省健康局生活習慣病対策室】

Ⅲ）医療法に基づく
医療計画

【厚労省医政局指導課】

メタボ対策、糖尿病予防のための国民運動の
展開、及び糖尿病合併症への移行の阻止に
おける日本糖尿病対策推進会議の活用

通
知

都道府県等において、糖尿病予
防対策の推進、医療体制の構築
に糖尿病対策推進会議の活用

（平成19年）

「検討を行う場合は、地域医師会等の医療関係団体、
現に糖尿病の診療に従事する者、住民、患者、市町村
等の各代表が参画する。また糖尿病対策推進会議を
活用すること。」

5疾病・5事業

・がん
・脳卒中
・急性心筋梗塞
・糖尿病
・精神疾患（H25追加）
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かかりつ
け医

糖尿病患者
を中心に診
る非専門医

糖尿病
専門医

日本糖尿病学会
「糖尿病治療ガイド」

かかりつけ医向けガイドラインの作成
糖尿病診療における

かかりつけ医向けガイドラインの作成

日常診療の場で
活用できる

より専門的な
知識の取得

日本糖尿病対策推進会議
「糖尿病治療のエッセンス」

日本糖尿病学会
「糖尿病診療ガイドライン」



かかりつけ医と地域の専門医との連携
かかりつけ医と地域の専門医との連携の上で行政と関係団体との連携が成立する

かかりつけ医

地域の
糖尿病・腎臓病専門医

かかりつけ
眼科医・歯科医 連 携

・専門医への紹介
・症状改善後の受入

行 政

医師会
生涯教育

地域の情報提供

必要に応じた多職種間の
連携

薬剤師、看護師・准看護師、管理栄養士、
医療ソーシャルワーカー、等

連携
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（要件見直し） 診療情報提供料（Ⅰ） 歯科医療機関連携加算 100点
⇒歯科訪問診療に関する情報提供を行う場合の情報提供先及び対象患者を拡大
・情報提供先：在宅歯科医療を行う歯科を標榜する保険医療機関
・対象患者：栄養障害を有する患者又は摂食機能障害を有する患者（疑われる患者を含む。）

（新） 診療情報連携共有料 120点
【医科点数表、歯科点数表】
⇒医科歯科連携を推進する観点から、歯科診療を行う上で必要な診療情報や処方内容等の診療情
報をかかりつけ医とかかりつけ歯科医との間で共有した場合の評価を新設
・対象患者：慢性疾患等を有する患者であって、歯科治療を行う上で特に検査値や処方内容等の診療情報を確

認する必要がある患者

7

医科歯科連携の推進

医科歯科連携に係る評価（H30年度診療報酬改定）

第3期特定健診・保健指導 質問票の見直し

13
食事をかんで食べる時の状態はど
れにあてはまりますか。

①何でもかんで食べることができる
②歯や歯ぐき、かみあわせなど気になる部分があり、かみにくいことがある
③ほとんどかめない

1-6 年に1回以上、歯科の健診を受けていますか。 ①はい ②いいえ

2-4 食事はよく噛んでゆっくり食べるようにしていますか。 ①はい ②いいえ

う蝕（虫歯）、歯周病、歯の喪失やそれ他の口腔疾患等により咀嚼機能や口腔機能が低下
→ 野菜の摂取は減少し、脂質やエネルギー摂取が増加 → 生活習慣病のリスクが高まることが指摘されている。

（詳細な質問項目の例）
歯科健診の必要性を啓発・勧奨

食生活の改善による生活習慣病予防

保健指導から
医科歯科連携へ



新潟県魚沼地域での「地域包括糖尿病対策」Project８の成果

医療資源の足りない地域で、
糖尿病合併症による
医療財政への負担を
増やさないために、

地域からHbA1c8％以上の人を
なくそうというプロジェクト

多職種連携
（IPW)
による

取り組み

コントロール
改善

アウトカム
『Project8』で医療費も削減
全国一安い医療費に！

魚沼地域糖尿病診療実態調査

出典 ： 「ＮＤＢ」 平成27年度 8



• 作成：日本糖尿病学会、日本腎臓学会 監修：日本医師会

• 日本医師会雑誌（H30.3月号）に同梱し会員向け周知を行った
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「かかりつけ医から腎臓/糖尿病専門医・専門医療機関への紹介基準」
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都道府県糖尿病対策（推進会議）の活動状況調査

実施期間 対 象例年11月～2月 都道府県医師会

調査内容

①都道府県糖尿病対策推進
会議の事業内容等

会議名称

構成団体

当該年度の事業内容

②窓口となる担当者・事務局

担当役員

担当事務局

所在地・連絡先

③市区町村単位の糖尿病対
策推進会議等の設置の有無

設置の有無

設置地域

窓口一覧のリストを作成
日本糖尿病学会
地区担当役員リスト 共有

平成29年度調査より新規

一部地域に設置：17都道府県
（北海道、岩手県、栃木県、千葉
県、東京都、新潟県、富山県、岐
阜県、静岡県、愛知県、三重県、
京都府、島根県、広島県、山口
県、福岡県、佐賀県）
県下全域に設置：2県（岡山県、
熊本県）

調査結果



11（厚生労働省 平成29年度都道府県重症化予防取組内容調査）



◆発足：平成２７年７月１０日（金）

◆発起人：
横倉義武（日本医師会長）、

三村明夫（日本商工会議所会
頭）

◆目的：経済界・医療関係団体・
自治体のリーダーが手を携え、
健康寿命の延伸と
ともに医療費の適正化を図る。

◆活動指針：「健康なまち・職場
づくり宣言２０２０」

宣言２

日本健康会議

かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体を800
市町村、広域連合を24団体以上とする。その際、糖尿病対策推進会議等の
活用を図る。

118市町
村

4広域連合

2016 654市
町村

14広域
連合

2017
大幅
UP

対昨年
５５４%

対昨年
３５０% 12
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都道府県版健康会議の設置に向けて

【次第】 ※含予定
１．開会
２．挨拶 横倉 義武（日本医師会会長）
３．報告

（１）平成28･29 年度公衆衛生委員会答申について （日本医師会公衆衛生委員会）
（２）日本健康会議の活動状況等について （日本健康会議事務局）
（３）地域における活動事例の報告について （宮城県、静岡県、高知県を予定）

４．総合討論
５．総括
６．閉会

【2018年6月15日（於：日本医師会館）】

ふじのくに健康会議
～日本健康会議in静岡～

スマートみやぎ健民会議
2018年2月21日（於：宮城県仙台市）

2018年2月19日（於：静岡県静岡市）

*日本健康会議（http://kenkokaigi.jp/index.html）

都道府県医師会予防・健康づくり（公衆衛生）担当理事連絡協議会



日本医師会かかりつけ医糖尿病データベース研究事業
（J-DOME： Japan medical association Diabetes database Oｆ clinical MEdicine）

65％の糖尿病患者が診療所を受診しているが、かかりつけ医の診療情報が不足・・

目的 診療所を中心とするかかりつけ医の2型糖尿病患者の実態把握、
現場への情報提供、観察研究の実施

研究事業内容 全国のかかりつけ医を対象に症例を収集開始。現在220
施設3400症例(6月8日時点）

かかりつけ医
診療所・中小病院など

情報提供

J-DREAMS

J-DOME
かかりつけ医糖尿病
症例データベース
（レジストリ）

将
来

連
携

患者症例データ
（約40項目）

外部データ
ベース

標準的治療の普及と診療の向上を目指し重症化予防を推進

フィードバック 全施設にレポートを配布。自院の患者の病態と診療内容を
全国や県全体と比較可能

J-DOMEホームページ：
https://jdome.jmari.med.or.jp

研究事業全般問い合わせ
日医総研
TEL：03-3946-7215

• 平成29年度厚生労働省
臨床効果データベース整
備事業

• 日本医師会倫理審査委
員会認可

症例登録の推進ならびに
新規参加施設の募集中

（基本情報、検査値、処方、
合併症・併発症など）
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